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1. 平成27年3月期第3四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年12月31日） 

（注）26年３月期第３四半期については、会計方針の変更に伴い遡及適用したため、対前年同四半期増減率を記載しておりません。 

(2) 連結財政状態 

（注）26年３月期については、会計方針の変更に伴う遡及適用後の数値を記載しております。  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第3四半期 30,474 1.0 2,849 △11.7 2,909 △12.7 1,563 △6.2
26年3月期第3四半期 30,182 ― 3,225 ― 3,332 ― 1,667 ―

（注）包括利益 27年3月期第3四半期 1,482百万円 （△11.1％） 26年3月期第3四半期 1,667百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第3四半期 73.04 ―
26年3月期第3四半期 78.42 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第3四半期 26,993 16,671 58.0 730.03
26年3月期 25,505 15,636 57.5 686.05
（参考）自己資本 27年3月期第3四半期 15,665百万円 26年3月期 14,653百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― 12.00 ― 13.00 25.00
27年3月期 ― 13.00 ―
27年3月期（予想） 13.00 26.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月 1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
対前期増減率は、会計方針の変更に伴う遡及適用後の数値を記載しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 43,000 2.0 4,380 0.7 4,420 △0.7 2,020 1.8 94.57



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）が所有する当社株式（27年３月期３Ｑ 413,600株、26年３月期 514,000株）を、期末自己株式数に含め 
ております。また、日本トラスティ・サービス信託銀行(株)（信託口）が保有する当社株式を、期中平均株式数（四半期累計）の計算において控除する自己 
株式（27年３月期３Ｑ 413,600株、26年３月期３Ｑ 530,900株）に含めております。 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その
達成を当社として約束する趣旨のものではありません。 
 また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい
ては、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。 
 
（四半期決算補足説明資料の入手方法について） 
 四半期決算補足説明資料は、本日より当社ホームページに掲載する予定です。 

※ 注記事項

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期3Q 21,873,024 株 26年3月期 21,873,024 株
② 期末自己株式数 27年3月期3Q 414,152 株 26年3月期 514,388 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期3Q 21,404,798 株 26年3月期3Q 21,263,768 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報

 第１四半期連結会計期間より、「従業員インセンティブ付与型ESOP」として導入している信託型の従業員持株インセ

ンティブ・プランにおける会計処理について会計方針の変更を行っており、遡及適用後の数値で前期及び前年同四半期

比較を行っております。

 

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、大手製造業を中心に企業収益の改善が進んだものの、為替

レートや原油価格が急激に変動するなどの先行き不透明感に加え、消費税増税などの影響もあり、個人消費は依然

として厳しい状況で推移しました。 

当教育サービス業界におきましては、学齢人口の減少が続き、業務提携やＭ＆Ａなどによる業界再編が進んでお

ります。また、小学校における英語学習の早期開始や大学入試制度改革の検討といった大幅な見直しが予定されて

いるほか、モバイル端末を用いた学習など、場所や世代を問わずに学習できる機会も増えており、教育サービスの

市場は急速に変化しております。 

このような状況のもと、日本初の民間総合教育サービス企業を目指す当社グループは、学習塾・語学教室で培っ

てきたリソースを活かし「４つのボーダーレス」を成長戦略に掲げ、変化し続ける市場のニーズに応えられる事業

展開を目指しております。具体的には、①垂直（顧客層のボーダーレス：幼児からシニアまで生涯にわたって提供

する教育サービス）、②水平（事業領域のボーダーレス：「学び」を広くとらえた多様な学習支援サービス）、③

グローバル（事業エリアのボーダーレス：海外における教育サービスの展開）、④公教育（教育における官民のボ

ーダーレス：民間教育ノウハウの提供による公教育支援）の４つのボーダーを超える事業展開を進めております。 

当第３四半期連結累計期間における当社グループの業績は、売上高は30,474百万円（前年同期比1.0％増）、営

業利益は2,849百万円（同11.7％減）、経常利益は2,909百万円（同12.7％減）、四半期純利益は1,563百万円（同

6.2％減）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

〔教育事業〕

教育事業におきましては、顧客が多種多様なサービスを柔軟に組み合わせられるようサービスのラインアップ

を拡充するとともに、教室を効率的に活用することを目的として、学習塾や語学教室、幼児教室など複数のサー

ビスの同一拠点への集約、出店を進めました。 

学習塾部門（学習塾「栄光ゼミナール」等）では、２校を統廃合、７校を新設し、教室数は440校となりまし

た。また、期中平均生徒数は、67,195名（前年同期比3.7％減）となりました。

語学教育部門（語学教室「シェーン英会話」等）では、３校を統廃合し、新たに６校を開設したことから、教

室数は190校（フランチャイズ教室53校を含む）となりました。期中平均生徒数は20,996名（同3.9％増）と順調

に生徒数が伸長したほか、留学関連ビジネスが好調だったこともあり、部門損益は増収・増益となりました。

また、当第３四半期連結累計期間には、４つのボーダーレスの１つ「垂直」の事業展開として、㈱エー・アン

ド・アイが、平成26年６月１日付で㈱アイ・シー・イー綜合教育研究所及びアイ・シー・イー㈱の幼児教育等の

事業を承継するなど、低年齢の顧客層へのサービスの拡充を図りました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の教育事業の業績は、売上高は25,288百万円（同0.9％増）、セグ

メント利益は3,897百万円（同11.3％減）となりました。

 

〔教育ソリューション事業〕 

教育ソリューション事業（学校、学習塾等の教育機関に対する総合支援事業）におきましては、学習塾用教

材・テストの販売で消費税増税前の駆け込み需要の反動があったものの、学習サポート関連の事業が好調だった

ことなどから、売上高は概ね前年並みに推移し4,108百万円（同1.1％減）となりました。一方、セグメント利益

は、コスト削減などにより247百万円（同13.8％増）と伸長しました。

また、当第３四半期連結累計期間には、４つのボーダーレスの１つとして展開している公教育支援や新商材の

開発等にも注力し、中長期的な持続成長を目指した事業展開を図っております。

 

〔その他の事業〕 

その他の事業におきましては、印刷部門等が、教育事業及び教育ソリューション事業と連携して事業展開を図

っております。また、当第３四半期連結累計期間には、印刷部門が、配送等印刷の周辺業務の代行や提案などの

ビジネスサポートにも取り組むなど、新たなサービスの創出にも注力しました。

当第３四半期連結累計期間のその他の事業の業績は、売上高は1,078百万円（同11.4％増）、セグメント利益

は71百万円（同76.8％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産の分析）

資産の額は、前連結会計年度末に比べ1,487百万円増加し、26,993百万円（前期末比5.8％増）となりました。

これは主に、売上債権の回収による現金及び預金の増加等によるものであります。

（負債の分析）

負債の額は、前連結会計年度末に比べ452百万円増加し、10,321百万円（同4.6％増）となりました。これは主

に、未払法人税等の増加等によるものであります。

（純資産の分析）

純資産の額は、前連結会計年度末に比べ1,034百万円増加し、16,671百万円（同6.6％増）となりました。これ

は主に、四半期純利益の発生等によるものであります。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

当第３四半期連結累計期間における業績は概ね計画どおりに推移しており、前回発表（平成26年５月14日付）の

業績予想に変更はありません。

なお、業績予想につきましては、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断したものであり、さまざまな不確

定要素や今後の内外情勢の変化等により、実際の業績とは異なる場合があります。

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（退職給付に関する会計処理）

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準に変更し、割引率の決定方法を残存勤務期間に基づく

割引率から、単一の加重平均割引率へ変更しております。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

 この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が189,967千円減少し、利益剰余金が

114,636千円、少数株主持分が7,626千円それぞれ増加しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に

与える影響は軽微であります。

 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱いの適用） 

 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平成

25年12月25日）を第１四半期連結会計期間より適用し、当社から信託へ自己株式を処分した時点で処分差額を認

識し、信託から従業員持株会に売却された株式に係る売却差損益、信託が保有する株式に対する当社からの配当

金及び信託に関する諸費用の純額を資産または負債に計上する方法に変更しております。当該会計方針の変更は

遡及適用され、前年同四半期及び前連結会計年度については遡及適用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表

となっております。

 この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度末において、資産の部では投資その他の資産のその他

（純額）が22,643千円減少、負債の部では固定負債の従業員持株会信託分配引当金が63,533千円減少、固定負債

のその他が194,205千円増加、純資産の部では、資本剰余金が84,417千円、利益剰余金が98,241千円、自己株式が

29,342千円それぞれ減少しております。

 また、この遡及適用により前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書の売上総利益が29,112千円、営

業利益が51,074千円、経常利益及び税金等調整前四半期純利益が52,451千円それぞれ増加しております。
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（４）追加情報

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引） 

 当社は、従業員（連結子会社の従業員を含みます。以下同じ。）への福利厚生等を目的として、従業員持株会

に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

 

①取引の概要 

 当社は、従業員への福利厚生の拡充及び企業経営への参画意識を高めること等により、当社の企業価値の向上

を目的として「従業員インセンティブ付与型ESOP」（以下、「本制度」といいます。）を平成22年２月に導入し

ております。 

 本制度は、栄光従業員持株会（以下、「持株会」といいます。）の専用信託を設定し、金融機関より融資を受

け、信託設定後５年にわたり持株会が取得すると見込まれる相当数の当社株式を、当社からあらかじめ一括して

取得した後、毎月持株会に対して当該株式を売却いたします。 

 信託終了時に、信託残余財産がある場合、持株会会員に金銭で分配されますが、当社株式を取得するために行

った借入金が残っている場合、保証契約に基づき当社が弁済いたします。 

 

②信託に残存する自社の株式 

 信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度183,498千円、514,000株、当

第３四半期連結会計期間147,655千円、413,600株であります。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,739,750 4,831,018 

受取手形及び売掛金 2,907,727 1,373,267 

有価証券 70,849 59,588 

商品及び製品 1,149,651 1,336,912 

仕掛品 109,523 178,552 

原材料及び貯蔵品 84,872 117,803 

その他 1,684,400 2,249,316 

貸倒引当金 △5,882 △4,164 

流動資産合計 9,740,893 10,142,294 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,982,876 4,214,394 

土地 3,331,080 3,415,967 

その他（純額） 378,392 452,504 

有形固定資産合計 7,692,350 8,082,865 

無形固定資産    

のれん 846,590 976,861 

その他 1,400,247 1,252,325 

無形固定資産合計 2,246,838 2,229,186 

投資その他の資産    

敷金及び保証金 3,054,845 3,117,989 

その他（純額） 3,108,938 3,519,425 

貸倒引当金 △338,287 △98,708 

投資その他の資産合計 5,825,495 6,538,706 

固定資産合計 15,764,685 16,850,759 

資産合計 25,505,578 26,993,054 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,257,105 692,944 

短期借入金 1,207,860 415,657 

未払法人税等 352,559 713,132 

返品調整引当金 18,429 8,310 

賞与引当金 19,412 11,375 

その他 4,254,797 5,666,382 

流動負債合計 7,110,164 7,507,802 

固定負債    

長期借入金 186,770 572,170 

退職給付に係る負債 2,016,781 1,894,173 

その他 555,127 347,610 

固定負債合計 2,758,679 2,813,953 

負債合計 9,868,843 10,321,756 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,265,711 2,265,711 

資本剰余金 3,143,256 3,143,256 

利益剰余金 9,160,771 10,270,180 

自己株式 △183,749 △148,070 

株主資本合計 14,385,990 15,531,077 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 250,720 113,385 

為替換算調整勘定 16,493 21,359 

その他の包括利益累計額合計 267,214 134,745 

少数株主持分 983,529 1,005,474 

純資産合計 15,636,734 16,671,297 

負債純資産合計 25,505,578 26,993,054 

 

- 6 -

栄光ホールディングス㈱（6053）　平成27年３月期　第３四半期決算短信



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 30,182,840 30,474,826 

売上原価 20,049,824 20,400,399 

売上総利益 10,133,015 10,074,427 

販売費及び一般管理費 6,907,481 7,225,416 

営業利益 3,225,533 2,849,011 

営業外収益    

受取利息 3,285 7,358 

受取配当金 32,599 53,347 

投資有価証券売却益 102,601 - 

受取賃貸料 276,537 249,692 

その他 27,795 46,919 

営業外収益合計 442,819 357,318 

営業外費用    

支払利息 12,944 6,209 

賃貸費用 299,036 245,089 

その他 24,021 45,637 

営業外費用合計 336,002 296,935 

経常利益 3,332,350 2,909,394 

特別利益    

固定資産売却益 14,282 3,865 

その他 - 909 

特別利益合計 14,282 4,775 

特別損失    

賃貸用資産処分損 617,909 - 

事業整理損失引当金繰入額 330,000 - 

減損損失 130,506 177,042 

その他 20,994 13,284 

特別損失合計 1,099,411 190,326 

税金等調整前四半期純利益 2,247,222 2,723,843 

法人税、住民税及び事業税 543,114 1,112,604 

法人税等調整額 6,571 △1,989 

法人税等合計 549,685 1,110,615 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,697,536 1,613,228 

少数株主利益 30,012 49,794 

四半期純利益 1,667,523 1,563,433 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,697,536 1,613,228 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △30,076 △136,070 

為替換算調整勘定 - 4,866 

その他の包括利益合計 △30,076 △131,204 

四半期包括利益 1,667,459 1,482,023 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,637,282 1,430,964 

少数株主に係る四半期包括利益 30,177 51,059 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 25,060,926 4,154,495 29,215,422 967,417 30,182,840 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

14,469 1,087,252 1,101,721 1,213,274 2,314,996 

計 25,075,395 5,241,748 30,317,144 2,180,692 32,497,836 

セグメント利益 4,394,194 217,760 4,611,954 40,457 4,652,412 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,611,954 

「その他」の区分の利益 40,457 

セグメント間取引消去 3,510 

全社費用（注） △1,430,389 

四半期連結損益計算書の営業利益 3,225,533 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  教育事業 

教育ソリュー
ション事業 

計 

売上高          

外部顧客への売上高 25,288,330 4,108,335 29,396,666 1,078,160 30,474,826 

セグメント間の内部売上高
又は振替高 

15,568 1,040,350 1,055,919 1,315,706 2,371,625 

計 25,303,898 5,148,686 30,452,585 2,393,866 32,846,451 

セグメント利益 3,897,079 247,733 4,144,813 71,536 4,216,349 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、印刷事業等であります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 4,144,813 

「その他」の区分の利益 71,536 

セグメント間取引消去 27,026 

全社費用（注） △1,394,365 

四半期連結損益計算書の営業利益 2,849,011 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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